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インターネット接続事業の一部譲渡に関するお知らせ  
 
 
 
 当社は、平成 19 年 11 月 21 日開催の取締役会において、平成 19 年 12 月１日をもって当社の

持分法適用関連会社である株式会社 DOMIRU に対し、下記のとおりインターネット接続事業の

一部を譲渡することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 
 

記 

１． 事業譲渡の理由 
 当社では、平成 20 年 3 月期中間決算期におきまして多額の特別損失の計上に伴い株主資本が

大幅に減少し、誠に遺憾ではありますが債務超過の状態となりました。現在、当社では抜本的な

業績回復に向けて経営基盤の確立を目指しております。 
このような環境の中、ノンコア事業であるインターネット接続事業に今後継続投資していくよ

り、当社の中核事業であるデータセンター運営事業へ経営資源を集中させる必要があると考え、

同事業の一部の事業譲渡を決定いたしました。 
 
２． 事業譲渡の内容 

(１)インターネット接続事業の内容 

  インターネット接続事業：DIX サービス、ローミングサービス、ダイヤルアップサービス 

(２) インターネット接続事業の平成 19 年３月期における経営成績 

 
インターネット接続事業

（ａ） 

当社 19 年３月期実績 

（ｂ） 

比 率 

（ａ／ｂ） 

売 上 高 496 百万円 4,398 百万円 11.2％ 
売 上 総 利 益 159 百万円 897 百万円 17.7％ 
営 業 利 益 ―百万円 △123 百万円 ―％ 
経 常 利 益 ―百万円 △162 百万円 ―％ 

 

(３)譲渡資産、負債の項目および金額（平成 19 年９月 30 日現在） 
資   産 負   債 

項  目 帳簿価額 項  目 帳簿価額 
固 定 資 産 17 百万円 

  
合  計 17 百万円 合  計 
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(４)譲渡価額および決済方法 

譲渡価額は３億円を予定しており、決済は現金によって行う予定です。  

 

３． 株式会社 DOMIRU の概要 

(１)名    称  株式会社 DOMIRU 

(２)主な事業内容  動画コンテンツ配信 

(３)設 立年月 日        2006 年７月 21 日 

(４)本 店所在 地        東京都新宿区西新宿 4-33-4 

(５)代 表 者        小笠原 治 

(６)資  本  金  ３億 4,120 万円 

(７)従 業 員 数        ５名 

(８)大株主構成および持株比率 さくらインターネット株式会社 35.8％、ソフィア総合研 

究所株式会社 19.5％、株式会社ネプロアイティ 9.8％、

ネクシオン株式会社 3.3％、野村アール・アンド・エー第

三号投資事業有限責任組合 6.5％、ジャフコＶ２共有投資

事業有限責任組合 11.4％、ジャフコＶ２-Ｒ投資事業有限

責任組合 0.5％、ジャフコＶ２-Ｗ投資事業有限責任組合 

1.1％、投資事業組合オリックス 10 号 4.6％、NVCC6 号投

資事業有限責任組合 3.3％、安田企業投資３号投資事業有

限責任組合 2.1％、りそなキャピタル株式会社 0.8％、り

そなキャピタル成長支援投資事業有限責任組合 1.3％ 

 

(９)当社との関係  資本関係 株式 35.8％を所有しております。 

    人的関係 社外取締役の派遣 

取引関係 株式会社 DOMIRU に対し、ラックならびに回線 

ネットワークの提供を行っており、同社に対

してシステム開発の一部を委託しております。 

 

４． 日程 

 平成 19 年 11 月 22 日 取締役会 

 平成 19 年 11 月 22 日 事業譲渡契約締結 

 平成 19 年 12 月 １日 事業譲渡期日 

（簡易事業譲渡による） 
 

５． 今後の見通し 

事業譲渡による影響につきましては、本日発表いたしました「特別損失の発生及び業績予

想の修正に関するお知らせ」の平成 20 年３月期の業績修正予想に織り込んでおります。 

なお、当社は平成 20 年 3 月期中に当社持分の株式会社 DOMIRU の株式譲渡を予定してお

り、それにより同社は当社の持分法適用関連会社から外れる予定です。同社が持分法適用関

連会社に該当しなくなった時点で、当該事業譲渡の譲渡益が一括計上として認識されるため、

平成 20 年 3 月期末においては連結・個別ともに債務超過が解消される見通しです。 

 
 

以上 
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